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有価証券関係
※貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

1．売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成28年３月31日 平成29年３月31日
当年度の損益に含まれた評価差額 当年度の損益に含まれた評価差額

売買目的有価証券 0 0

公共債引受額 （単位：百万円）

平成28年３月期 平成29年３月期
国債 ━ ━
地方債・政府保証債 720 300
合計 720 300

公共債及び証券投資信託窓販実績 （単位：百万円）

平成28年３月期 平成29年３月期
国債 34 15
地方債・政府保証債 ━ ━
合計 34 15
投資信託 1,057 2,896

公共債ディーリング実績
1.商品有価証券売買高 （単位：百万円）

平成28年３月期 平成29年３月期
商品国債 1,057 277
商品地方債 14 ━
商品政府保証債 ━ ━
合計 1,072 277

2．商品有価証券平均残高 （単位：百万円）

平成28年３月期 平成29年３月期
商品国債 1 0
商品地方債 26 20
商品政府保証債 ━ ━
その他の商品有価証券 ━ ━
合計 27 21

2．満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類
平成28年３月31日 平成29年３月31日

貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
地方債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
その他 7,000 7,350 350 7,000 7,191 191
小　計 7,000 7,350 350 7,000 7,191 191

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
地方債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
その他 ━ ━ ━ ━ ━ ━
小　計 ━ ━ ━ ━ ━ ━

合　　　　　計 7,000 7,350 350 7,000 7,191 191

3．子会社株式及び関連会社株式 （単位：百万円）

平成28年３月31日 平成29年３月31日
貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 ━ ━ ━ ━ ━ ━
関連会社株式 ━ ━ ━ ━ ━ ━
合計 ━ ━ ━ ━ ━ ━

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 （単位：百万円）
平成28年３月31日 平成29年３月31日
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社株式 963 4,015
関連会社株式 0 0
合計 963 4,015

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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6.期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成28年３月期 平成29年３月期
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株　式 320 146 6 549 249 9
債　券 46,711 845 0 49,413 1,145 673

国　債 46,358 844 ━ 32,506 372 673
地方債 ━ ━ ━ 1,559 107 ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 352 0 0 15,347 666 ━

その他 186 ━ 14 297 ━ 2
合　計 47,217 991 21 50,261 1,395 685

4.その他有価証券 （単位：百万円）

種類 平成28年３月31日 平成29年３月31日
貸借対照表計上額 取得原価 差額 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 2,795 1,587 1,207 2,916 1,622 1,293
債　券 204,531 199,861 4,669 130,510 128,428 2,082

国　債 120,800 118,675 2,124 77,002 75,867 1,134
地方債 9,942 9,698 243 8,091 7,988 103
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 73,787 71,486 2,300 45,416 44,572 844

その他 45,249 44,286 962 42,688 42,248 439
小　計 252,575 245,735 6,839 176,115 172,299 3,815

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 839 1,155 △� 316 896 1,150 △� 253
債　券 1,072 1,084 △� 11 24,390 25,505 △�1,114

国　債 ━ ━ ━ 16,515 17,564 △�1,049
地方債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 1,072 1,084 △� 11 7,875 7,941 △� 65

その他 40,297 43,655 △�3,358 71,108 74,248 △�3,140
小　計 42,208 45,895 △�3,686 96,395 100,904 △�4,508

合　　　　　　　計 294,784 291,630 3,153 272,511 273,204 △� 692

（注） 　時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 （単位：百万円）
平成28年３月31日 平成29年３月31日
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

株　式 1,024 1,423
その他 ━ ━
合　計 1,024 1,423

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

時価情報
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5.期中に売却した満期保有目的の債券
［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。
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7.減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価
が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処
理（以下、「減損処理」という。）しております。
　前事業年度における減損処理額はありません。
　当事業年度における減損処理額は、99百万円（うち債券99百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、主として資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落
要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先 時価が取得原価に比べ50％以上下落、または、時価が取得原価に比べ30％以上
50％未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等

破綻先：破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社
実質破綻先：実質的に経営破綻に陥っている発行会社
破綻懸念先：今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社
要注意先 ：今後の管理に注意を要する発行会社
正常先 ：上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社

金銭の信託関係
1.運用目的の金銭の信託

［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

2. 満期保有目的の金銭の信託
［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。
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その他有価証券評価差額金
　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円）

平成28年３月31日 平成29年３月31日
評価差額 3,153 △� 692
その他有価証券 3,153 △� 692
(＋)繰延税金資産(又は(△)繰延税金負債) △� 867 262
その他有価証券評価差額金 2,286 △� 430

デリバティブ取引の時価等に関する事項
1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、
時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス
クを示すものではありません。

⑴　金利関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑵　通貨関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑶　株式関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑷　債券関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑸　商品関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑹　クレジットデリバティブ取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係
る市場リスクを示すものではありません。

⑴　金利関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑵　通貨関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑶　株式関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

⑷　債券関連取引　［平成28年３月期・平成29年３月期］該当ございません。

時価情報／デリバティブ取引情報
K i r a y a k a  B a n k




